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本報告書の利用についての注意・免責事項 

本報告書は、日本貿易振興機構（ジェトロ）ドバイ事務所がリテイン契約に基づき現地法
律コンサルティング事務所Clyde & Co LLPから提供を受けた情報に基づくものであり、そ
の後の法律改正などによって変わる場合があります。掲載した情報・コメントは筆者の判
断によるものですが、一般的な情報・解釈がこのとおりであることを保証するものではあ
りません。また、本稿はあくまでも参考情報の提供を目的としており、法的助言を構成す
るものではなく、法的助言として依拠すべきものではありません。本稿にてご提供する情
報に基づいて行為をされる場合には、必ず個別の事案に沿った具体的な法的助言を別途お
求めください。 
 
ジェトロおよびClyde & Co LLPは、本報告書の記載内容に関して生じた直接的、間接的、
派生的、特別の、付随的、あるいは懲罰的損害および利益の喪失については、それが契約、
不法行為、無過失責任、あるいはその他の原因に基づき生じたか否かにかかわらず、一切
の責任を負いません。これは、たとえジェトロおよびClyde & Co LLPがかかる損害の可能
性を知らされていても同様とします。 
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リビアの産業基盤（インフラストラクチャー）の現状 

 

リビアは依然として容易に仕事ができる市場ではありません。治安状況は引き

続き不安定であり、政府は、国民が安全に生活できる環境を確保するために主

注力しています。新国民会議もまた、憲法問題に多くの時間を割き、閣僚およ

び各局長が、公平かつ透明なかたちで国を前進させる指導力と資格があること

を確実にするよう努めています。 

 

これら重大な課題が最優先であり、新たな産業基盤の計画、構築および実施を

進める段階には、まだ至っていません。しかし、インフラストラクチャーのコ

ンサルタント、開発者、請負業者は、リビアにおける将来のビジネスチャンス

に注目し続けるべきです。今後、治安状況が次第に改善されれば、すべての産

業部門において多大なチャンスが訪れることが期待されます。もちろん原油お

よび天然ガスが主要産業ですが、教育、医療、公益事業、住宅、IT などもすべ

てリビアに必要不可欠な産業であることは確実です。 

 

 

再生可能エネルギー 

 

トリポリの電力・再生可能エネルギー省は、近ごろ、太陽光をエネルギー源と

して注目し、2015年までに国内需要の3%を、2020年までに20%を再生可能エネ

ルギーによって供給する計画を発表しました。リビアでの太陽放射レベルは世

界で第2位と高く、また、風力発電に適した平均風速の高い地域も数個所ありま

す。2013年1月、リビア南部のオバリに650M/W の太陽光発電所を建設する計

画を事務次官が発表したことからも、政府が自然エネルギーの利用を促進して

いることが裏付けられます。 

 

さらに、2013年4月、エネルギー省は、二つの太陽光発電所の建設のための入札

を準備中であることを明らかにしました。 

 

その他、リビア政府がこれまでに発表した再生可能エネルギーの利用計画は以

下のとおりです： 

 

 年間発電量 40,000 戸分の地熱発電所 
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 デルナ（Dernah）、アル･マクルン（Maqrun）、エムスラタ（Emslatah）、 

タルフーナ（Tarhunah）、アサバ（Asaba）、ガロ（Gallo）、 

アルマサーラ（Almassara）、アルコフラ（Alkofra）、 

タザルボ（Tazarbo）、アルジュフラ（Aljufra）、ガート（Ghatt）、 

アシュワイレフ（Ashwairef）および、セブハ（Sebha）に風力発電

所を建設 

 

 セブハの太陽光発電所での100MW発電、ガダミス（Ghadames）で

の50MW発電、シャハト（Shahat）での15MW発電の実行可能性調

査 

リビアの産業基盤（インフラストラクチャ） 

 

従来型の電力 

 

リビアでは電力不足が続いており、国が成長し発展が進むにつれ、限られた発

電量はさらに深刻な問題となるでしょう。送電線によるエジプトおよびチュニ

ジアからの電力輸入は一時的な解決策となり得ますが、今後、リビアに新たな

発電所を建設することが必要不可欠です。今のところ、新発電所の建設は、海

外の請負業者からの入札による従来の調達方法での事業となるのは、ほぼ間違

いないでしょう。しかし、将来的には、Built-Own-Transfer（民間施設が建 

設、所有、事業期間終了後、所有権を公共に移転する）方式で独立電力事業へ

の移行が検討されています。この事業方式は革命前にも検討されていましたが、

金融機関が適切な保証契約を結ぶことを可能にするなど、現行の法的枠組みに

さまざまな法改正が加えられない限り、ストラクチャード・ファイナンスに基

づく事業の遂行は困難なものとなることが予想されます。 

 

 

医療制度 

 

現在、十分な資金のある者は、医療サービスを受けるために海外に行くのが通

常です。リビアの医療制度は革命前から劣悪でしたが、革命後は全く機能して

いません。最大の問題は、地域の診療所や病院などの一次医療施設の不足です。

リビアの人口650万人に対し、これら医療施設の数は1,500に満たない状況です。

また、リビアの医療従事者の多くは外国人で、革命中、そのほとんどが帰国し、

その後リビアに戻っていません。 
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国内の医療サービスが不足しているため、現在、何万人ものリビア人が海外で

治療を受けており、リビア政府は毎日、何百万ドルもの医療費を負担していま

す。また、革命後の混乱に紛れ、多くの人々が、監督官庁の定める指針やガイ

ダンスに違反し、制度を乱用し、海外に出向き、高額な治療を受けています。 

 

そのため、医療施設を新たに建設し、それら施設を適切に運営し、リビア国民

が必要とする十分な医療サービスを提供できるよう医療従事者を教育すること

が政府にとって急務です。国際的な医療事業者にとり短期にビジネスチャンス

が見込まれる分野としては、一次医療施設を（PPP方式で）建設、運営し、試

験施設や放射線施設を国に提供することがあります。 

 

これらの取り組みを進めるためには、多様で複雑な行政手続き、不明確なガイ

ドラインを監督官庁が明確にする必要があります。特に政府は、民間診療所に

与えられた認可は、正当な理由に基づき適切な手続きを踏まない限り取り消さ

れないことを投資家に保証する必要があります。現在、多くの個人投資家は、

新たな施設の設立のために多くの時間と資金を費やした後、認可が取り消され

る危険性を恐れ、施設の建設に踏み切れない状況にあります。 

 

明るい材料としては、民間医療保険市場に成長の兆しがみられる点です。同種

保険への加入者の増加は、民間医療施設の需要増へとつながり、投資家の参画

を促すでしょう。 

 

 

通信産業 

 

通信産業における主要企業は、Genera Posts and Telecommunications社

（GPTC）とLibya Posts, Telecommunications & Information社（LPTIC）の2

社です。これらはいずれも国営企業であり、電気通信やインターネット・プロ

バイダー市場において、これまでに民間企業の参画はありません。政府は、革

命前から民間専門家の取り入れを匂わせていましたが、現在、積極的にその方

法の選択肢を検討中です。 

 

2013年4月、リビア通信情報省が、現在の法規に変わる新電気通信法案を作成す

るために、同省および外部の法律家、専門家による委員会を任命したとの発表

がありました。 

新法案の目的は以下のとおりです： 
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 独立した電気通信監督機関を設け、条項により同機関の役割および 

権限を明確に定める。 

 

 電気通信市場における競争を促進し、保護する。 

 

 全国の利用者に安価で最高水準のサービスを提供することを確実にす

る。 

 

 リビアの民間企業の国内における電気通信サービスの構築および開発

への参画を促進する。 

 

リビア電気通信市場への民間企業の参入が、国際企業に新たな事業認可を与え、

現存する国営通信会社LibyanaとAl Madarを民間企業に売却することによって

実現するのか、それとも、これら国営通信会社の再構築および近代化を行う経

営契約を国際企業と結ぶことによるのか、まだ定かではありません。政府がい

ずれの方法を選ぼうとも、同産業に民間企業が参画する機会が訪れるのは確実

なようです。 

 

またリビアは、8.3kHzから275GHzまでの周波数レンジに対応する全国周波数

案を推進中であり、2013年5月半ばまでに実行される予定です。 

 

 

廃棄物処理 

 

経済成長に伴う人口の急増、消費者の購買習慣の変化、輸送問題、環境問題の

結果、リビアに発生する廃棄物量が著しく増加し、現在、それら廃棄物は、都

市の入り口、主要道路、住宅地域など全国に山積みになっています。これら廃

棄物には、家庭ごみ、建設廃材、工業廃棄物、農業廃棄物、医療廃棄物、放射

性廃棄物などが含まれます。 

 

現在、〈1〉ごみの回収、輸送、処理に必要な機械・機材および〈2〉廃棄物管

理の資格を持った技術者が不足しているため、廃棄物は効果的に管理されてお

らず、リビアの社会と経済に深刻な悪影響をおよぼしつつあります。 

 

2012年7月、リビア政府は、期間を10年間とする全国のごみ回収・管理の
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Build-Own-Transferベースによる事業の入札を実施したことが明らかになりま

した。また政府は、危険廃棄物および無害廃棄物の埋め立て工事の事前資格審

査基準を発表しました。今年に入り、これまでに内閣総理大臣は、リビアの廃

棄物問題が深刻化していることを認め、地元企業が廃棄物処理事業を遂行でき

ない場合、国際企業に入札を求める旨、明らかにしました。 

 

 

金融 

 

リビアの金融産業は、リビア中央銀行が監督し、商業銀行の認定および監視、

信用取引および金利の規制を担っています。また中央銀行は、リビアにおける

金融資産の大部分の主要株主でもあります。金融機関の民営化が進む一方、金

融機関の多くがいまだ政府の管理下にあります。リビアには全17行の商業銀行

がありますが、金融産業は国営の3行を含む四つの主要銀行（Gumhouria、

Sahara、Wahda and National Commercial Bank）に独占されています。全金

融資産の90%がこれら四銀行で占められています。 

 

将来の展望は楽観視されているものの、実際にはリビアは非常に運営の難しい

市場です。2012～2013年の国際競争力レポートによると、リビアは金融産業の

発展において144カ国中140位にランクされており、ビジネス阻害要因として、

資金調達が政治的腐敗、非効率的な政府官僚制度に次ぐ、3位にあげられていま

す。明確な規制体系が確立され、商業銀行の産業基盤の改革が行なわれない限

り、これらの問題は経済成長の妨げであり続けるでしょう。 

 

金融産業は、新たなICTシステムの導入、新商品およびサービスの開発、営業お

よび市場調査の促進により近代化が進められています。リビア新政府の下、こ

れら近代化は、さらなる促進が期待されます。透明性の追求、内部統制の強化、

小企業が新事業の着手あるいは事業拡大のための資金調達に利用できる機能的

な証券市場の構築により、国際企業にとっても更なるビジネスチャンスが生ま

れることが見込まれます。 

 

2012年、国内においてシャリアに準拠する金融サービスを導入するイスラム金

融法が可決されました。リビア政府は、一般銀行にイスラム金融のための支店

あるいは窓口を設けることを許可する、あるいは一般銀行がイスラム金融業務

を導入することを許可するなど、イスラム金融のための選択肢を複数提案しま

した。2013年3月、リビア政府の中央銀行は、間もなく、リビア政府がイスラム
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銀行に事業認可を発行する準備が整うことを明らかにしました。しかし、現段

階では、まだそのような認可事例は確認されていません。 

 

 

 

（報告書作成委託先現地法律コンサルティング事務所：Clyde & Co LLP） 


